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自由金利型定期預金(Ｍ型)規定 複利型 （スーパー定期） 

 

１．（自動継続） 

（１）自由金利型定期預金（Ｍ型）複利型（以下「この預金」といいます。）のうち

自動継続扱のものは、証書（通帳）記載の満期日に前回と同一の期間の自由金利

型定期預金（Ｍ型）に自動的に継続します。継続された預金についても同様とし

ます。 

（２）この預金のうち自動継続扱のものの継続後の利率は、継続日における当行所定

の利率とします。ただし、この預金の継続後の利率について、別の定めをしたと

きは、その定めによるものとします。この申し出があったときは、この預金は満

期日以降に支払います。 

（３）継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）までにその旨

を申し出てください。この申し出があったときは、この預金は満期日以後に支払

います。 

２.（預金の支払時期） 

 この預金のうち自動継続扱でないものは、証書(通帳)記載の満期日以後に利息ととも

に支払います。 

３．（証券類の受け入れ） 

（１）小切手その他の証券類を受け入れたときは、その証券類が決済された日を預入

日とします。 

（２）受け入れた証券類が不渡りとなったときは預金になりません。不渡りとなった

証券類は、証書と引換えに（通帳式の場合は、通帳の当該受け入れの記載を取消

したうえ）、当行本支店で返却します。 

４．（利息） 

（１）この預金のうち自動継続扱でないものの利息は、預入日から満期日の前日まで

の日数および証書（通帳）記載の利率（以下「約定利率」といいます。）によっ

て６か月複利の方法により計算し、満期日以後にこの預金とともに支払います。 

（２）この預金のうち自動継続扱のものの利息は、預入日（継続をしたときはその継

続日）から満期日の前日までの日数（以下「約定日数」といいます。）および証

書（通帳）記載の利率（継続後の預金については上記１．(２)の利率。以下これ

らを「約定利率」といいます。）によって６か月複利の方法によって計算し、あ

らかじめ指定された方法により満期日に指定口座へ入金するか、または、満期日

に元金に組入れて継続する方法により支払います。 

（３）自動継続扱の継続を停止した場合のこの預金の利息は、満期日以後にこの預金

とともに支払います。 

（４）この預金の満期日以後の利息（自動継続扱の継続を停止した場合における満期
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日以後の利息を含みます。）は、満期日から解約日または書替継続日の前日まで

の日数および解約日または書替継続日における普通預金の利率によって計算し、

この預金とともに支払います。 

(５)この預金を第５条第２項により満期日前に解約する場合には、その利息（以下「期

限前解約利息」といいます。）は、預入日（継続をしたときは最後の継続日。）から

解約日の前日までの日数について次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は

切捨てます。）によって６か月複利の方法により計算し、この預金とともに支払い

ます。 

①預入日の３年後の応当日から預入日の４年後の応当日の前日までの日を満期日

としたこの預金の場合 

   A.６か月未満………………………………解約日における普通預金の利率 

   B.６か月以上１年未満……………………約定利率×４０％ 

   C.１年以上１年６か月未満………………約定利率×５０％ 

   D.１年６か月以上２年未満………………約定利率×６０％ 

   E.２年以上２年６か月未満………………約定利率×７０％ 

   F.２年６か月以上４年未満………………約定利率×９０％ 

②預入日の４年後の応当日を満期日としたこの預金の場合  

   A.６か月未満………………………………解約日における普通預金の利率 

   B.６か月以上１年未満……………………約定利率×４０％ 

   C.１年以上１年６か月未満………………約定利率×５０％ 

 D.１年６か月以上２年未満………………約定利率×６０％ 

   E.２年以上２年６か月未満………………約定利率×７０％ 

   F.２年６か月以上３年未満………………約定利率×８０％ 

   G.３年以上４年未満………………………約定利率×９０％ 

③預入日の４年後の応当日の翌日から預入日の５年後の応当日を満期日としたこ

の預金の場合 

   A.６か月未満………………………………解約日における普通預金の利率 

   B.６か月以上１年未満……………………約定利率×３０％ 

   C.１年以上１年６か月未満………………約定利率×４０％ 

   D.１年６か月以上２年未満………………約定利率×５０％ 

   E.２年以上２年６か月未満………………約定利率×６０％ 

   F.２年６か月以上３年未満………………約定利率×７０％ 

   G.３年以上４年未満………………………約定利率×８０％ 

   H.４年以上５年未満………………………約定利率×９０％ 

(６)この預金の付利単位は１円とし、１年を３６５日として日割で計算します。 
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５．(預金の解約、書替継続) 

（１）当行の債権保全の必要があるとき、その他当行が満期日前の解約を拒絶すべき

相当な事由があると認めたときは、この預金は満期日前に解約できません。 

（２）前１項にも該当せず、当行がやむを得ないと認め、この預金を解約または書替

継続するときは、当行所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して証書

（通帳）とともに当行に提出してください。 

（３）第２項の規定にかかわらず、この預金の預金口座の名義人に相続が開始し、当

行が預金口座名義人の死亡にかかる手続を受理した後は、当該名義人の共同相続

人全員の総意（遺産分割協議が整った場合を含み、相続人が一人の場合は当該相

続人の意思とします。以下、同じ。）による解約請求でなければ解約できません。

ただし、法令に別段の定めがある場合等はこの限りではありません。 

６．（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

（１）この預金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる

日のうち最も遅い日をいうものとします。  

① 当行ウェブサイトに掲げる異動が最後にあった日  

② 将来における預金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定める

ものについては、預金に係る債権の行使が期待される日として次項において定

める日  

③ 当行が預金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通

知を発した日。ただし、当該通知が預金者に到達した場合または当該通知を発

した日から１ヵ月を経過した場合（１ヵ月を経過する日または当行があらかじ

め預金保険機構に通知した日のうちいずれか遅い日までに通知が預金者の意

思によらないで返送されたときを除く。）に限ります  

④ この預金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当すること

となった日  

（２）第１項第２号において、将来における預金に係る債権の行使が期待される事由

とは、次の各号に掲げる事由のみをいうものとし、預金に係る債権の行使が期待

される日とは、当該各号に掲げる事由に応じ、当該各号に定める日とします。  

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日  

７．〈休眠預金等代替金に関する取扱い〉  

（１）この預金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの

預金に係る債権は消滅し、預金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替

金債権を有することになります。  

（２）前項の場合、預金者等は、当行を通じてこの預金に係る休眠預金等代替金債権

の支払を請求することができます。この場合において、当行が承諾したときは、
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預金者は、当行に対して有していた預金債権を取得する方法によって、休眠預金

等代替金債権の支払を受けることができます。  

（３）預金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預

金等活用法第７条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あら

かじめ当行に委任します。  

① この預金について、振込み、口座振替その他の方法により、第三者からの入

金または当行からの入金であって法令または契約に定める義務にもとづくも

の（利子の支払に係るものを除きます。）が生じたこと  

② この預金について、手形または小切手の提示その他の第三者による債権の支

払の請求が生じたこと（当行が当該支払請求を把握することができる場合に限

ります。）  

③ この預金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執

行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われ

たこと  

④ この預金に係る休眠預金等代替金の一部の支払が行われたこと  

（４）当行は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、預金者等に代わって第３

項による休眠預金等代替金の支払を請求することを約します。  

① 当行がこの預金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等

業務の委託を受けていること  

② この預金について、第３項第２号に掲げる事由が生じた場合には、当該支払

への請求に応じることを目的として預金保険機構に対して休眠預金等代替金

の支払を請求すること  

③ 前項にもとづく取扱いを行う場合には、預金者等が当行に対して有していた

預金債権を取得する方法によって支払うこと  

以上 

 

（令和２年４月１日現在） 

 

 

 


